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令和3年4月の報酬改定に伴う「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」の留意事項 

（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与） 

○本県が所管する介護保険施設・事業所について、令和３年４月１日から算定を開始する加算等に係

る「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」等の提出期限を、特例的に令和３年４月１５日

（木）とする取扱いとします。

○加算等の算定内容に変更がなく、「LIFEへの登録」が「1 なし」の場合、届出は必要ありません。

（届出がない場合、「LIFEへの登録」は「1 なし」とみなされます。）

提出書類 書類提出前の自主確認事項 

介護給付費算定に係

る体制等に関する届

出書 

（別添届出書） 

※介護・予防介護共

通

○届出者の所在地・名称・代表者氏名が記入、押印されているか。

○「届出者の名称・事務所の所在地、代表者の氏名・住所」欄と、「事業所

の所在地、管理者の氏名・住所」欄とを逆に取り違えていないか。

○フリガナ、郵便番号、電話・FAX番号等に記入漏れがないか。

○「実施事業」欄は、実施する項目（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与

）に○を付しているか。

○「指定（許可）年月日」の記入があるか。

○「異動等の区分」欄は、該当項目に○を付しているか。

○「異動（予定）年月日」欄は、各月１５日までに提出する場合は翌月１日

と、各月１６日以降に提出する場合は翌々月１日と記入されているか。

○「介護保険事業所番号」は正しく記入されているか。

※新規指定の場合、事業所番号は記入不要。

○申請者が医療機関の場合、「医療機関コード」の記入があるか。

○変更の場合、「異動項目」欄及び特記事項の「変更前」、「変更後」欄に

変更内容が具体的に記入されているか。

介護給付費算定に係

る体制等状況一覧表 

（別紙1-1：介護） 

（別紙1-2：予防 

 介護） 

○「記入担当者氏名」欄に記名されているか。

○「事業所番号」欄は正しく記入されているか。

※新規指定の場合、事業所番号は記入不要。

○「事業所名」欄に誤って法人名等が記入されていないか。

○「記入担当者電話番号」、「異動区分」、「事業所電話番号」の各欄に記

入漏れがないか。

○「提供サービス」欄の該当サービス「17 福祉用具貸与」、

「67 介護予防福祉用具貸与」に○を付しているか。

○「適用開始年月日」欄は、体制等に関する届出書（別添届出書）の「異動

（予定）年月日」欄と同じ日付が記入されているか。

○「その他該当する体制等」欄は、各加算の該当する項目

（「1.なし」、「2.あり」等）に○を付しているか。
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提出書類 書類提出前の自主確認事項 

特別地域加算 ※添付書類は不要。

中山間地域等におけ

る小規模事業所加算 

【添付書類】 

・中山間地域等における小規模事業所加算に関する届出書（別紙２）

※新規指定事業所については、４月目以降届出が可能となる。

※（地域に関する状況）及び（規模に関する状況）双方の

  「2.該当」に○を付していない場合は、当該加算の算定不可。 

【注】「特別地域加算」「中山間地域等における小規模事業所加算」については、指導監査室ホームペー

ジ（https://www.pref.okayama.jp/page/571288.html）を参照。 

2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



１１　福祉用具貸与費

車いす

車いす付属品

特殊寝台

体位変換器

手すり

スロープ

歩行器

歩行補助つえ

移動用リフト

自動排泄処理装置

　：　「特別地域福祉用具貸与加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　要介護１の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトを算定しない。

　自動排泄処理装置については要介護１から要介護３の者については算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

中山間地域等における小規模事

業所加算

中山間地域等に居住する者への

サービス提供加算

　福祉用具貸与費

（現に指定福祉用具貸与に要し

た費用の額を当該事業所の所

在地に適用される１単位の単価

で除して得た単位数）

交通費に相当する額を事業所の

所在地に適用される１単位の単価

で除して得た単位数を加算（個々

の用具ごとに貸与費の１００／１０

０を限度）

交通費に相当する額の２／３に相

当する額を事業所の所在地に適用

される１単位の単価で除して得た単

位数を加算（個々の用具ごとに貸

与費の２／３を限度）

交通費に相当する額の１／３に相当

する額を事業所の所在地に適用され

る１単位の単価で除して得た単位数

を加算（個々の用具ごとに貸与費の１

／３を限度）

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

認知症老人徘徊感知機器

基本部分

注 注 注

特別地域福祉用具貸与加算

介護　15
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９　介護予防福祉用具貸与費

自動排泄処理装置

　：　「特別地域介護予防福祉用具貸与加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」は、支給限度額管理の対象外となる算定項目

※　要支援１又は要支援２の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフト、自動排泄処理装置を算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

手すり

スロープ

歩行器

歩行補助つえ

認知症老人徘徊感知機器

移動用リフト

介護予防福祉用具貸与費

（現に指定介護予防福祉用具貸与に要し

た費用の額を当該事業所の所在地に適

用される１単位の単価で除して得た単位

数）

車いす

交通費に相当する額を事業所の所在

地に適用される１単位の単価で除し

て得た単位数を加算

（個々の用具ごとに貸与費の

１００／１００を限度）

交通費に相当する額の２／３に相当す

る額を事業所の所在地に適用される１

単位の単価で除して得た単位数を加

算

（個々の用具ごとに貸与費の

２／３を限度）

交通費に相当する額の１／３に相当す

る額を事業所の所在地に適用される１

単位の単価で除して得た単位数を加算

（個々の用具ごとに貸与費の

１／３を限度）

車いす付属品

特殊寝台

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

体位変換器

基本部分

注 注 注

特別地域介護予防福祉用具貸与

加算

中山間地域等における小規模

事業所加算

中山間地域等に居住する者へのサービ

ス提供加算

予防　13
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「令和３年９月30日までの上乗せ分」の計算方法について

① 令和3年9月30日までは、基本報酬に「令和３年９月30日までの上乗せ分」を加えた額が基本報酬となる。

具体的には、１月当たりの基本報酬に0.1％を乗じた額（四捨五入。ただし、１単位未満となる場合は切り上げ。）が「令和３年9月30日までの上乗せ分」の額となる。

ただし、基本報酬に加減算を乗じた額をサービスコードとしている場合には、当該サービスコードによる１月あたりの算定単位数に「令和３年9月30日までの上乗せ分」を

乗じることとなる。

そのため、以下表に「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり、１月あたりの算定単位数として合計する基本報酬と加減算等をサービスごとに示す。

②基本報酬に係るその他の加減算（共生型サービスにおける減算、特別地域加算、同一建物減算等）の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

③介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

■サービス種類別「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

No サービス種類 「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

Ⅰ-資料１０

10

短期入所療養介護

ロ 療養病床を有する病院

における短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ロ」参照

（※）基本部分（「（１）  病院療養病床短期入所療養介護費」～「（５）特定病院療養病床短期入所療養介護費」）及び以下の加減算に係

る合成サービスコード

・夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

・僻地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

11

短期入所療養介護

ハ 診療所における短期入

所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ハ」参照

（※）基本部分（「（１）  診療所短期入所療養介護費」～「（３）特定診療所短期入所療養介護費」）及び以下の加減算に係る合成サービ

スコード

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

12

短期入所療養介護

ニ 老人性認知症疾患療養

病棟を有する病院における短

期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ニ」参照

（※）基本部分（「（１）  認知症疾患型短期入所療養介護費」～「（４）特定認知症疾患型短期入所療養介護費」）及び以下の加減算に係

る合成サービスコード

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

・僻地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

13

短期入所療養介護

ホ 介護医療院における短

期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ホ」参照

（※）基本部分（「（１） Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費」～「（７）特定介護医療院短期入所療養介護費」及び以下の加減算に係る

合成サービスコード

・夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・医師、薬剤師、看護職員、介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

14 特定施設入居者生活介護

対象となるサービスコード

　別紙「特定施設」参照

（※）基本部分（「イ　特定施設入居者生活介護費」～「ハ　短期利用特定施設入居者生活介護費」及び委託先である指定介護サービス事業

者により行われる訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介

護、認知症対応型通所介護）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

・介護職員の員数が基準に満たない場合

15 福祉用具貸与 対象なし

16 居宅介護支援

対象となるサービスコード

　別紙「居宅介護支援」参照

（※）基本部分（「イ　居宅介護支援費」）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・運営基準減算

・特別地域居宅介護支援加算

・中山間地域等における小規模事業所加算

・中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算
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「令和３年９月30日までの上乗せ分」の計算方法について

① 令和3年9月30日までは、基本報酬に「令和３年９月30日までの上乗せ分」を加えた額が基本報酬となる。

具体的には、１月当たりの基本報酬に0.1％を乗じた額（四捨五入。ただし、１単位未満となる場合は切り上げ。）が「令和３年9月30日までの上乗せ分」の額となる。

ただし、基本報酬に加減算を乗じた額をサービスコードとしている場合には、当該サービスコードによる１月あたりの算定単位数に「令和３年9月30日までの上乗せ分」を

乗じることとなる。

そのため、以下表に「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり、１月あたりの算定単位数として合計する基本報酬と加減算等をサービスごとに示す。

②基本報酬に係るその他の加減算（共生型サービスにおける減算、特別地域加算、同一建物減算等）の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

③介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

■サービス種類別「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

No サービス種類 「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

Ⅰ-資料１０
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介護予防短期入所療養介護

ハ 診療所における介護予

防短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「予防短期入所療養ハ」参照

（※）基本部分（「（１）  診療所介護予防短期入所療養介護費」、「（２）　ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費」）及び以下

の加減算に係る合成サービスコード

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

32

介護予防短期入所療養介護

ニ 老人性認知症疾患療養

病棟を有する病院における介

護予防短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「予防介護予防短期入所療養ニ」参照

（※）基本部分（「（１）  認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費」～「（３）　ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護

費」）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

・僻地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合
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介護予防短期入所療養介護

ホ 介護医療院における介

護予防短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「予防短期入所療養ホ」参照

（※）基本部分（「（１）　Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費」～「（６）　ユニット型特別介護医療院介護予防短期入所療養介

護費」及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・医師、薬剤師、看護職員、介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

34
介護予防特定施設入居者生活

介護

対象となるサービスコード

　別紙「予防特定施設」参照

（※）基本部分（「イ　介護予防特定施設入居者生活介護費」、「ロ　外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費」及び委託先

である指定介護予防サービス事業者により行われる訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーショ

ン、通所介護、介護予防通所リハビリテーション費、介護予防認知症対応型通所介護（Ⅰ）、介護予防認知症対応型通所介護（Ⅱ）、訪問型

サービス費（Ⅰ）、訪問型サービス費（Ⅱ）、訪問型サービス費（Ⅲ）、通所型サービス費）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

・介護職員の員数が基準に満たない場合

35 介護予防福祉用具貸与 対象なし

36 介護予防支援

対象となるサービスコード

　別紙「介護予防支援」参照

（※）基本部分（「イ　介護予防支援費」）に係るサービスコード

37
定期巡回・随時対応型訪問介

護看護

対象となるサービスコード

　別紙「定期巡回・随時対応」参照

（※）基本部分（「イ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）」、「ロ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅱ）」）及び以下の

加減算に係る合成サービスコード

・准看護師によりサービス提供が行われる場合

38 夜間対応型訪問介護

対象となるサービスコード

　別紙「夜間訪問介護」参照

（※）基本部分（「イ　夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）」、「ロ　夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）」）に係るサービスコード

39 地域密着型通所介護

対象となるサービスコード

　別紙「地域通所介護」参照

（※）基本部分（「イ　地域密着型通所介護費」、「ロ　療養通所介護費」）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・利用者の数が利用定員を超える場合

・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

・入浴介助を行わない場合

・過少サービスに対する減算

・２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護を行う場合
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離島振興対策
実施地域

厚生労働大臣が
別に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

岡山市 犬島 － －

旧御津町
旧建部村
旧上建部村
旧鶴田村

－ あり

玉野市 石島 － － － － あり

備前市
大多府島
鴻島

－ － 全域 全域 あり

瀬戸内市 前島 － － 旧牛窓町 旧牛窓町 －

赤磐市 － － －

旧笹岡村
旧熊山村
旧山方村
旧佐伯北村

旧赤坂町
旧吉井町

あり

和気町 － － －
旧佐伯村
旧和気町

旧佐伯町 あり

吉備中央町 － － －

旧津賀村
旧円城村
旧新山村
旧江与味村
旧豊野村
旧下竹荘村

全域 あり

倉敷市
松島
六口島

－ － － － －

笠岡市

高島
白石島
北木島
真鍋島
小飛島
大飛島
六島

－ －
旧神島内村
旧北木島村
旧真鍋島村

－ あり

井原市 － － －
旧井原市
旧宇戸村
旧芳井町

全域 あり

総社市 － － －

旧池田村
旧日美村
旧下倉村
旧富山村

－ あり

高梁市 －

川上町地頭
川上町七地
川上町三沢
川上町領家
川上町吉木
川上町臘数
備中町志藤用瀬
備中町布瀬
備中町長屋
備中町布賀

－ 全域 全域 あり

新見市 － －
旧新見市
旧大佐町
旧神郷町

全域 全域 あり

（令和３年４月１日現在）

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）
（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

市町村名 特別地域加算対象地域（１５％：注１）

旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）
旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）
旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）
旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品
田）

振興山村
（注２）

旧神根村（今崎・神根本・高田・和意谷）
旧三国村（加賀美・多麻・都留岐・笹目）

－

－

旧熊山村2-2（勢力・千躰・奥吉原）
旧山方村（是里・滝山・黒本・黒沢・中山）
旧佐伯北村（稲蒔・光木・石・八島田・暮田）
旧布都美村2-2（合田・中畑・石上・小鎌・西勢
実・広戸）

旧佐伯村（津瀬・米沢・佐伯・父井原・矢田部・
宇生・田賀・小坂・加三方）
旧日笠村（保曽・日笠上・日笠下・木倉）

旧津賀村（広面・上加茂・下加茂・美原・加茂
市場・高谷・平岡・上野・竹部）
旧円城村（上田東・細田・三納谷・上田西・円
城・案田・高富・神瀬・小森）
旧新山村（尾原・笹目・福沢・溝部）

－

－

旧宇戸村（宇戸谷・上高末・烏頭・宇戸）

旧下倉村（下倉）
旧富山村（宇山・種井・延原・槁）

旧中井村（西方・津々）
旧玉川村（下切・玉・増原）
旧宇治村（穴田・宇治・遠原・本郷）
旧高倉村（飯部・大瀬八長・田井）
旧上有漢村（上有漢）
旧吹屋町（吹屋・中野・坂本）
旧中村（布寄・羽根・長地・相坂・小泉）
旧大賀村（仁賀・上大竹・下大竹）
旧高山村（高山・高山市・大原）
旧平川村（平川）
旧湯野村（西山・東油野・西油野）

旧豊永村（豊永赤馬・豊永宇山・豊永佐伏）
旧熊谷村（上熊谷・下熊谷）
旧菅生村（菅生）
旧千屋村（千屋・千屋実・千屋井原・千屋花
見）
旧上刑部村（上刑部・大井野）
旧丹治部村（田治部・布瀬）
旧神代村
旧新郷村
旧本郷村
旧万歳村
旧新砥村
旧矢神村
旧野馳村

特別地域加算及び中山間地域等小規模事業所加算対象地域一覧表
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離島振興対策
実施地域

厚生労働大臣が
別に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

浅口市 － － － 旧寄島町 旧寄島町 －

早島町 － － － － － －

里庄町 － － － － － －

矢掛町 － － － 旧美川村 全域 あり

津山市 － －

旧津山市
旧勝北町
旧加茂町
旧阿波村

旧一宮村
旧高田村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村
旧新野村
旧大井西村

旧加茂町
旧阿波村
旧久米町

あり

真庭市 － －

旧湯原町
旧美甘村
旧川上村
旧八束村
旧中和村

旧北房町
旧勝山町
旧津田村
旧美川村
旧河内村
旧湯原町
旧久世町
旧美甘村
旧川上村
旧中和村

全域 あり

美作市 － －
旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村

旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村
旧豊田村
旧巨勢村
旧作東町
旧英田町

全域 あり

新庄村 － － 全域 全域 全域 あり

鏡野町 － －
旧奥津町
旧富村
旧上斎原村

全域 全域 あり

勝央町 － － － － － あり

奈義町 － － 全域 旧豊並村 全域 あり

西粟倉村 － － 全域 全域 全域 あり

久米南町 － － －
旧弓削町
旧竜山村

全域 あり

美咲町 －

上口
小山
栃原
中垪和
東垪和
西

－

旧大垪和村
旧旭町
旧吉岡村
旧南和気村

全域 あり

（令和３年４月１日現在）

市町村名

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

特別地域加算対象地域（１５％：注１）
「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）

（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

振興山村
（注２）

注４：加算対象地域であるか、地名のみでは判断できない指定地域があります。具体的な対象地域については、各市町村にお問い合わせください。

注３：辺地については、別表（辺地地域一覧表）により御確認ください。

-

-

旧上加茂村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村（奥津川・川東・市場・案内・羽賀・大
吉・西村・日本原・大岩）
※旧新野村の日本原は該当しません。

旧富原村（若代・下岩・清谷・曲り・古呂々尾
中・若代畝・高田山上・月田本・岩井谷・岩井
畝・上・野・後谷）
旧津田村（野原・舞高・旦土・吉・田原山上・上
山）
旧湯原町（禾津・釘貫小川・下湯原・田羽根・
都喜足・豊栄・仲間・久見・本庄・見明戸・三世
七原・社・湯原温泉）
旧二川村（粟谷・黒杭・種・小童谷・藤森）
旧美和村（余野上・余野下・樫西・樫東・目木・
三崎・中原・台金屋）
旧美甘村（鉄山・黒田・田口・延風・美甘）
旧中和村（下和・初和・別所・真加子・吉田）

旧梶並村（右手・真殿・梶並・楮・東谷上・東谷
下）
旧栗広村2-1（長谷内・馬形・宗掛）
旧大野村（川上・滝・野形・桂坪・笹岡）
旧東粟倉村（後山・太田・川東・中谷・野原・東
青野・東吉田）
旧豊田村（北原・友野・山口・山外野・大原・猪
臥・海内・平田）
旧巨勢村2-1（巨勢・海田）
旧福山村（万善・国貞・鈴家・田渕・柿ヶ原）
旧巨勢村2-2（尾谷）
旧河会村（上山・中川・横尾・北・南・滝ノ宮）

全域

注２：振興山村、豪雪、特定農山村、過疎は平成合併前の旧市町村名で指定されています。

旧美川村（上高末・下高末・宇角・内田）

注１：福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与を除く。

－

旧豊並村（馬桑・関本・小坂・高円・皆木・西
原・行方）

全域

旧弓削町（下弓削・西山寺・松・上弓削・塩之
内・羽出木・全間・仏教寺・下二ヶ・上二ヶ・泰
山寺）

旧倭文西村（北・南・里・中）
旧江与味村2-2（江与味）
旧西川村（西垪和・西川・西川上）

旧富村（大・楠・富仲間・富西谷・富東谷）
旧久田村（久田上原・久田下原・黒木・河内・
土生）
旧泉村（井坂・女原・至孝農・杉・西屋・箱・養
野）
旧羽出村（羽出・羽出西谷）
旧奥津村（奥津・奥津川西・下齋原・長藤）
旧上齋原村
旧中谷村（入・山城・中谷）

-
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市町村名

山上・石妻 杉谷 畑鮎 金山寺 北野 勝尾・小田 野口 大田上

和田南 東本宮 土師方上

津山市 物見 河井・山下 黒木 阿波 奥津川 八社 新野山形 西上

玉野市 石島

笠岡市 高島 白石島 北木島 真鍋島 飛島 六島

井原市 野上南部 池井 西星田 黒木 宇頭

総社市 延原・宇山

山際 柴倉 上野 追田 野呂 遠原 秋ヶ迫 西山

楢井 丸岩 陣山 大津寄 西野呂 割出 中野 坂本

吹屋 小泉 長地 上大竹 高山 布賀 平川 湯野

花見 井原 千屋 菅生 足見 土橋 赤馬 宇山

松仁子 法曽 大井野 上油野 三室 高瀬 三坂 青木

田淵 大野 荻尾 久保井野 高野川東

備前市 大多府島 加賀美 都留岐

是里東 是里西 是里中 滝山 中山 八島田・暮田 戸津野 石・平山

合田・中畑 小鎌・石上 中勢実・西勢実

清谷
曲り・

古呂々尾中
後谷 上・岩井畝

高田山上・
野・若代畝

見尾・真賀 神代 吉

田原山上
・上山

別所・佐引 関上 日野上 杉山・日の乢 藤森
杉成・河面
・大杉

粟谷

立石 三野瀬 種 福井 見明戸 鉄山 阿口 樽見

井殿

右手 真殿 梶並 東谷下 東谷上 宗掛 江ノ原 西町

滝 野形 田井 後山 中谷 東青野 山外野 海田

日指 角南 白水 万善 国貞 田渕 柿ヶ原 梶原

小房 宮原 上山 中川 北

大成 上田土 南山方・丸山 奥塩田 北山方 塩田 室原 岸野

日笠上 日笠下 木倉 田原上 田原下 本 清水 大杉・加賀知田

矢掛町 宇内

新庄村 堂ヶ原

鏡野町 近衛 香北 羽出 奥津 上齋原 富

勝央町 上香山

奈義町 皆木

西粟倉村 大茅 坂根 塩谷

久米南町 羽出木 全間 龍山 山手 京尾

長万寺 金堀 大垪和西 和田北 大垪和東 角石祖母 北 里

中 西川上 垪和 小山 大山 高城 定宗本山 上間

吉備中央町 広面 加茂山 津賀西 三納谷 高富 笹目・千守 納地 黒山

美咲町

真庭市

美作市

和気町

赤磐市

○辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
　（昭和37年法律第88号）第２条第１項に規定する辺地

　辺地地域一覧（具体的な場所等が不明な場合は、該当市町村に確認すること。） （R3.4.1現在）

辺地名 合計　203辺地

岡山市

高梁市

新見市
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事 務 連 絡 

令和２年６月12日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管課（室）御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

 

令和２年度及び令和３年度以降の福祉用具の全国平均貸与価格 

及び貸与価格の上限の取扱い 

 

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

福祉用具については、平成 30年 10月から、商品ごとに全国平均貸与価格の公表

及び貸与価格の上限（以下「上限価格等」という。）を設けており、設定された上限

価格等については、施行後の実態も踏まえつつ、おおむね１年に１度の頻度で見直

しを行うこととしておりましたが、第 177回社会保障審議会介護給付費分科会にお

いて、他サービスと同様、３年に１度の頻度で見直しを行うことといたしました。 

そのため、令和３年４月貸与分から適用する価格を見直した上で、その後、３年

に１度の頻度で見直すことといたします。 

また、新商品については、これまでどおり３ヶ月に１度の頻度で上限価格等を設

けることとしますが、令和２年７月以降貸与分、10月以降貸与分及び令和３年１月

以降貸与分として上限価格等を設ける商品については、次回の見直しは、令和６年

４月貸与分から適用する価格において行うこととします。 

 都道府県、指定都市及び中核市の担当課室におかれましては、管内市町村及び福

祉用具貸与事業者等に対し、広く周知いただくとともに、遺漏なく御対応いただき

ますようお願いします。 

【厚生労働省担当】 

厚生労働省老健局 高齢者支援課 

福祉用具・住宅改修係 

電 話：03-5253-1111（内 3985） 

e-mail： fukushiyougu@mhlw.go.jp 
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老高発0612第１号 

令和２年６月１２日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長 

 

 

「福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について」の一部改正について 

 

 

標記については、「福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について」

（平成 30年３月 22日付け老高発 0322第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長

通知）に基づき実施されているところであるが、今般、当該通知の一部を別添の

とおり改正し、令和３年４月１日より適用することとするので、御了知の上、管

内市町村（特別区を含む）、関係団体、関係機関等に周知を願いたい。 
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- 1 - 

 

福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について 新旧対照表 
 

改          正          後 現                   行 

老高発 0322 第１号 

平成 30年３月 22日 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長あて 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長通知 

 

福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について 

 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生

省告示第 19 号）、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（平成 18 年厚生労働省告示第 127 号）及び厚生労働大臣が定める外部

サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予防

特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数

並びに限度単位数（平成 18 年厚生労働省告示第 165 号）の規定に基づく「厚

生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準」（以下

「基準」という。）については、平成 30 年３月 22 日厚生労働省告示第 80 号

をもって公布されたところであるが、基準の趣旨及び内容は下記のとおりで

あるので、御了知の上、管下市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底

を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。 

 

 

老高発 0322第１号 

平成 30年３月 22日 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長あて 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長通知 

 

福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について 

 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生省

告示第 19 号）、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 18 年厚生労働省告示第 127 号）及び厚生労働大臣が定める外部サービ

ス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部サービス利用型介護予防特定施

設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに

限度単位数（平成 18 年厚生労働省告示第 165 号）の規定に基づく「厚生労働

大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準」（以下「基準」

という。）については、平成 30 年３月 22 日厚生労働省告示第 80 号をもって

公布されたところであるが、基準の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、

御了知の上、管下市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るととも

に、その運用に遺憾のないようにされたい。 
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- 2 - 

 

改          正          後 現                   行 

記 

 

１ 基準の性格 

基準においては、福祉用具の貸与価格が、当該福祉用具の全国平均貸与価

格に当該福祉用具の全ての貸与価格の標準偏差を加えることで算出される額

（以下「貸与価格の上限」という。）を超えないこととしている。これを超

えて福祉用具貸与を行った場合、福祉用具貸与費は算定しない。 

 

２ 運用に当たっての留意事項 

（１）商品ごとの全国平均貸与価格の公表及び貸与価格の上限設定（以下「上

限設定等」という。）については、平成 30 年 10 月から適用する。なお、

新商品については、３月に１度の頻度で上限設定等を行う。 

（２）上限設定等については、３年に１度の頻度で見直しを行う。ただし、

見直しを行うとき、上限設定等から経過した期間が１年未満の新商品に

ついては見直しを行わず、次に見直しを行う年度に見直すこととする。 

（３）上限設定等を行うに当たっては、月平均 100 件以上の貸与件数となっ

たことがある商品について適用する。 

 

（４）（１）から（３）までについては、施行後の実態も踏まえつつ、実施

していくこととする。 

記 

 

１ 基準の性格 

基準においては、福祉用具の貸与価格が、当該福祉用具の全国平均貸与価格

に当該福祉用具の全ての貸与価格の標準偏差を加えることで算出される額（以

下「貸与価格の上限」という。）を超えないこととしている。これを超えて福

祉用具貸与を行った場合、福祉用具貸与費は算定しない。 

 

２ 運用に当たっての留意事項 

（１）商品ごとの全国平均貸与価格の公表及び貸与価格の上限設定について

は、平成 30 年 10 月から適用する。平成 31 年度以降、新商品について

も、３月に１度の頻度で同様の取扱いとする。 

（２）公表された全国平均貸与価格及び設定された貸与価格の上限について

は、平成 31 年度以降、おおむね１年に１度の頻度で見直しを行う。 

 

（３）全国平均貸与価格の公表及び貸与価格の上限設定を行うに当たっては、

月平均 100 件以上の貸与件数となったことがある商品について適用す

る。 

（４）（１）から（３）については、施行後の実態も踏まえつつ、実施してい

くこととする。 
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老高発 0332 第１号 

平成 30 年３月 22 日 

最終改正 老高発 0612 第１号 

令和２年６月 12 日 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長あて 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長通知 

 

福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について 

 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12 年厚生省告示第19 号）、

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年厚生労働省告示第

127 号）及び厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外

部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当該サー

ビスの単位数並びに限度単位数（平成 18 年厚生労働省告示第 165 号）の規定に基づく「厚

生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準」（以下「基準」という。）

については、平成 30 年３月 22 日厚生労働省告示第 80 号をもって公布されたところであ

るが、基準の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、御了知の上、管下市町村、関係団体、

関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。 

 

記 

 

１ 基準の性格 

基準においては、福祉用具の貸与価格が、当該福祉用具の全国平均貸与価格に当該福祉用

具の全ての貸与価格の標準偏差を加えることで算出される額（以下「貸与価格の上限」とい

う。）を超えないこととしている。これを超えて福祉用具貸与を行った場合、福祉用具貸与

費は算定しない。 

 

２ 運用に当たっての留意事項 

（１）商品ごとの全国平均貸与価格の公表及び貸与価格の上限設定（以下「上限設定等」と

いう。）については、平成 30 年 10 月から適用する。なお、新商品については、３月に

１度の頻度で上限設定等を行う。 

（２）上限設定等については、３年に１度の頻度で見直しを行う。ただし、見直しを行うと

き、上限設定等から経過した期間が１年未満の新商品については見直しを行わず、次に

見直しを行う年度に見直すこととする。 
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（３）上限設定等を行うに当たっては、月平均 100 件以上の貸与件数となったことがある

商品について適用する。 

（４）（１）から（３）までについては、施行後の実態も踏まえつつ、実施していくことと

する。 

34



事 務 連 絡 

    令和３年１月 29 日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管課（室） 御中 

中 核 市 

 

                         厚生労働省老健局高齢者支援課 

 

令和３年７月貸与分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び 

貸与価格の上限の公表について（新商品に係る分） 

 

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表については、「本年 10 月貸与

分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表について」（平

成 31年４月 24日当課事務連絡）でお伝えしたとおり、新商品について３ヶ月に１度の頻

度で全国平均貸与価格の公表や上限価格を設けることとしております。 

この度、令和３年７月貸与分から適用される新商品に係る福祉用具の全国平均貸与価

格及び上限価格について、下記のとおりお知らせします。 

都道府県、指定都市及び中核市の担当課室におかれましては、管内市町村及び福祉用具

貸与事業者等に対し、広く周知いただくとともに、遺漏なく御対応願います。 

 

 

記 

 

令和３年７月貸与分より新たに全国平均貸与価格及び上限価格が適用される商品（新

商品のみ）及びその価格の掲載先について 

  厚生労働省のホームページに掲載していますので、以下を御参照いただきますよう

お願いします。 

 

   掲載先（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html 

本内容は、公益財団法人テクノエイド協会のホームページでも掲載しています。 

http://www.techno-aids.or.jp/tekisei/index.shtml 

 

 

 【厚生労働省担当】 

  厚生労働省老健局 高齢者支援課 

福祉用具・住宅改修係 

電   話：03-5253-1111（内 3985） 

e-mail： fukushiyougu@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡

令和３年３月 19日

都道府県

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中

中 核 市
厚生労働省老健局老 人 保 健 課

高 齢 者 支 援 課

認知症施策・地域介護推進課

「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日）」

の送付について

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く御

礼申し上げます。

「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19 日）」

を送付いたしますので、貴県又は貴市におかれましては、御了知の上、管下市町

村又は事業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏なきよう、よろ

しくお願い申し上げます。
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1 

 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（令和３年３月 19日） 

 

【全サービス共通】 

○ 人員配置基準における両立支援 

問１ 人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後

休業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常

勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認めるとあるが、「同等の資質を有す

る」かについてどのように判断するのか。 

（答） 

・ 介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離

職防止・定着促進を図る観点から、以下の取扱いを認める。 

 

＜常勤の計算＞ 

・ 育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法による介護

の短時間勤務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措置としての勤務時間の

短縮等を利用する場合についても、30時間以上の勤務で、常勤扱いとする。 

 

＜常勤換算の計算＞ 

・ 職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置としての勤務時間

の短縮等を利用する場合、週 30時間以上の勤務で、常勤換算上も１と扱う。 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 27年４月１日）問２は削除する。 

 

＜同等の資質を有する者の特例＞ 

・ 「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業、育児休業に準

ずる休業、母性健康管理措置としての休業を取得した場合に、同等の資質を有する複数の

非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認める。 

・ なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満たしてい

た、勤続年数や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件として定められた資

質を満たすことである。 
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事 務 連 絡 
令和３年３月 26日  

都道府県 
各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 
中 核 市  

厚生労働省老健局老 人 保 健 課 

高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・地域介護推進課   
「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日）」

の送付について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く御

礼申し上げます。 

「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26 日）」

を送付いたしますので、貴県又は貴市におかれましては、御了知の上、管下市町

村又は事業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏なきよう、よろ

しくお願い申し上げます。 
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1 

 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３） 

（令和３年３月 26日） 

【全サービス共通】 

問１ 居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者が

１名だけということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修

を定期的にしなければならないのか。 

（答） 

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密

にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただき

たい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェック機能が得られにくい環境にあ

ることが考えられることから、積極的に外部機関等を活用されたい。

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業

所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て

開催することが考えられる。

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会と

の合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による

外部講師を活用した合同開催等が考えられる。

○ 指定基準の記録の整備の規定について

問２ 指定基準の記録の整備の規定における「その完結の日」の解釈が示されたが、指定

権者が独自に規定を定めている場合の取扱い如何。 

（答） 

・ 指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に基づいて規定を定めていただきたい。 

・ なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、当該規定に従っていれば、指定基準

違反になるものではない。
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